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　戦後フランスは，第四共和政のもとに，ドゴールに始まりドゴールに終
る25の内閣の変遷を繰り返した。その問の一内閣の平均寿命は，およそ6
ケ月余りにすぎない。実は，この変遷の歴史こそ，E　D　C崩壊への過程そ
のものにほかならないのである。端的にいうなら，E　D　C構想が当時の首
相ルネ・プレヴァンによって公表されたとき，フランス国民議会は，ヨー
ロッパ統合を支持する160名の人民共和派（MR　P）議員を擁していた。と
ころが・約4年後の批准国会では，マンデス・フランス首相のもとに，E
D　C反対派の社会共和派Action　R6pub1icain　et　Soci刻（ex－Gauuist），
急進社会党，および，途中から反対派に転じた社会党の3党が内閣を牛耳
ることのできる立場に立っていたのである。畠〕以下，年代史的に，ED　C
条約の批准をめぐるフランスの政周について検討することにしよう（資料
W～Wを参照されたい）。
　1951年6月の総選挙は・従来の比例代表制を修正し，連合制Syst6me
des　apparentementsを導入することによって行われた。それは・明らか
に，すでに拾頭しつつあった左右両翼の二大勢力（共産党とドゴール派）
の伸張を阻止しようとする，中間派諸政党による一種のゲリマンダーにほ
かならない。共産党は，1932年5月の総選挙以来，着実に党勢を伸ばし，
ついに46年ユ1月にはユ83名（総議席の30．5％）の国民議会議員を擁して第
一党へと躍進した。一方，ドゴール派は，翌47年，国民（および既成政党
の一部からさえ）の熱烈な支持のもとに，フランス人民連合Rasse血ble－
ment　du　Peup1e　Frangais（R　P　F）を結成していた。そこで中問派は，
選挙制度の改革により，他の中問派政党と「連合」することによってこれ
に対抗しようとしたのである。9〕
　その結果，51年の時点では，「中間派諸政党はその得票率に比して議席
率が高く，共産党およびフランス人民連合はその得票率に比して議席率が
低く」なり，中問派としては「ある程度この制度採用の意図が実現」10〕さ
れたのである。とりわけ共産党の受けた打撃は大きく，前回（46年11月）
の総選挙に比べて，82議席を失った。それでも，120名のド・ゴール派議
員が当選し，E　D　C計両に好意的なMR　Pおよび社会党（S　F　I　O）が衰
微の傾向を示したことは，注目に値する。同51年12月11日，ECSC条約
の批准は，国民議会において可決されたが，このときすでに240名（うち
共産党97名，R　P　F116名）の議員が反対の意思を表明していたことも，そ
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のごのEDC交渉の難航を示唆するものとして，記憶に留められてよい
（閃に，この決議では，　社会党員は全員賛成投票をした。川EDC交渉に
おける社会党分裂の影響は大きい）。
　53年2月19円，リスポン会議の前口，Edgar　Faure首相のもとに，囚民
議会は初めてヨーロッパ軍（l1設の原則に関して票決を試みた。それに先立
つ審議において，政府多数派を支える「第三勢力」’a　third　force’の諸政
党が早くも内部分裂を露呈し，朴会党ではJules　MochおよびDaniel
Mayerが，急進派ではDaladierが，穏健派ではPierre　Andr6，Loustau－
mau－LacauおよびAumeranが，MRPではAndr6Montei1が，それ
ぞれEDCに対して反対演説を行なった。i2〕EDC軍の原則的承認に関す
る票決の結果，国民議会は（ネヒ会党による）留保並びに条作付きで辛じて
これを可決（327vs．287）した。1ヨ〕朴会党の示した留保条件は，主として
以下の3点である。11〕ヨーロッパ大陸へのアメリカ坪の駐留にかんするワ
シントンの約刺2〕英国の緊密な参加3〕限定的ではあるが，専門機関の統制
には効果のある（超閏家的な）ヨーロッパ政治権力の形成。14〕その他，イ
ンドシナでのフランスの犠牲を，E　D　C経費の分担において考慮されるこ
と，15〕などの点が指摘された。これらの前提条件の充足が，ED　C条約批
准時の主要な論争点とされるにいたる。ともあれ，たんなるE　D　Cのこの
「原則的承認」をめぐってすら，政府および各政党内に分裂・対立が生じ，
また諦々の前提条件が言火せられたのである。とりわけ，反対派（主として
共燦党およびド・ゴール派）が断同として結來していたのと対照的に，主
として賛成派の多い中問諦政党（朴会党およびMR　Pすら）が内部分裂を
来たしていたことの意味は人きい。
　52年3月，Antoine　Pinay内閣の成立はE　D　C条約の推進にとって不
都合な2つの変化を帰結した。当時まだED　C賛成に傾いていたネL会党が
政府多数派を去り，野党の地位になったことと，ド・ゴール派（RP　F）
の入閣とである。　ド・ゴール派は入閣の条件としてヨーロッパ主義者
Robert　Schu瓜an外相の辞任を要求したが，結局ピネーは，シェーマン外
相の留任を条件としてのみ入閣に応ずるとのMRP側の主張を容認した。
ピネーn身，当初EDCに対して「むしろ無関心」であったが，「次第に
それに没頭」16）するようになり，52年5月27口，ようやくE　D　C条約は署
名された。その問も，各政党の論争は続けられ，議会内の分裂はいっそう
明確化していた。ここで，主要な論点を整理しておきたい。
　フランスにおけるE　D　C支持派の主張は，11）ドイツ再軍備の必要性は認
めるが，ドイツの完全な二1二権回復とその独白の再箪備には反対する（具体
的には，ドイツのNATO加榊に反対する）。ゆえに，　6ケ国の超国家的
枠組みの中でドイツ箪を符狸させる形のED　C箪を支持する。12〕ヨー1コッ
パの復興のためには，このような超1．1司家的な発展が望ましく，かつ必要で
ある。（3にの試みに失敗すれば，ドイツ0）NATO加榊を許容せざるを得
なくなるだろう，といったことに約言される。工7〕
　一方，反対論の根拠はつぎのようである。／／〕根づよいナショナリズム。
この点から，ED　Cの超国家的性格を懸念する。すなわち，「フランスは，
その国家的利害から，超旧家的欧州車の創設を提起した。しかし，フラン
ス人の国家主義的感情が，この欧州箪の超国家性に反発し，それを拒否し
た」1宮〕のである。しかもその超旧家性は「［い途半端なもので，ドイツのミ
リタリズムの不安を一掃できない」。　そこで不完全な超閨家的「欧州防衛
共同休」よりは，完全なインタナショナルな「同冊箪」の方がいい・19〕と
いうことになる。さらに，EDCによってドイツは主権を同復しうるが，
逆にフランスはその一部を放葉する結果となる。すなわち，「軍隊の統制
権を失えば，外交のn主をも失う」20〕結果になるのではないか，との懸念
が抱かれる。　このような不安は，　とくにド・ゴール派によって表明され
た。（2）対独恐怖心。ドイツにおけるナショナリズム，ミリタリズムの復活
を恐れる気持ちは，E　D　C支朴派，反対派のいずれにも共通しており，E
D　C構想の根底を形づくっていることは言うまでもない。対独恐怖心また
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は対独不信感というものがなければ，元来超国家的な枠組みに入ることを
好まないフランスから，EDC，E　C　S　Cといった構想は生まれて来なか
ったはずである。そして，この対独恐怖心は，具体的には，とくに戦後の
「征服された（ドイッ）国民の絶対的エネルギーと，（アメリカからドイツ
ヘの）特別なドル援助」21〕にもとづくものである。さらに，周辺国イギリ
スは，頑強にヨーロッパの超国家的発展に反対し「ルース’スクラム」の
形成を図るのに対し，ドイツはフランス以外の4ケ国と結託して「タイト
・スクラム」形成を図っており，イギリスがE　D　Cに加入しないばあい，
結局ドイツが超国家グループの盟主となり，ED　Cの主導権を握ることに
なるであろう，22〕と予想された。フランスには，単独でドイツの力を抑止
する自信がないのである。23）そこでフランスは，イギリスのより緊密な協
カもしくは参加，および，アメリカの恒常的な大陸駐留を要請し，それを
一EDC批准の一条件とするにいたる。13晦外領土に派遣されるフランス軍
の他に，ED　Cに派遣されるフランス軍が必要となり，これによってフラ
ンスは他の参加諸国以上の財政的・軍事的負担を被孔この点に関し，少
なくともフランスの負担を軽減する何らかの措置が講じられるべきであ
る。（とくに，　インドシナ戦争との関連で，その必要が感じられた。）14〕E
D　C構想が，アメリカの封込め・巻返し政策の一翼であるとの，国内左翼
勢力およびソ連政府からの指摘。　このため，東西問の平和共存が考慮さ
れ，ドイツ問題に関するモスクワとの協定締結の必要性が討議された。15）
ED　Cよりもザール問題など国内的懸案の解決を優先すべきであるとの主
張。16〕E　D　Cからの脱退権について，仏独問で見解の相違があるとの指
摘。これら15）および16〕は，むしろ，たんにEDCを拒否するための意志の
表現とさえ感じられる。
　賛否両論の喧争のなかで，ともかく，52年5月27日，、ピネー内閣のもと
にE　D　C条約の署名は行われた。しかしながら，そのご54年8月30日の批
准国会にいたる約2ケ年余りの期間，たえずその批准交渉が行われたわけ
ではない。実は・2回の，比較的長い期間の空白がある。第1は，ピネー
内閣時代の52年5月27日～53年1月29日にいたる8ケ月問，第2は，ラニ
エル内閣における53年7月～54年6月にいたる約1年間である。この問，
E　D　C法案は議会にかかることも，交渉されることもなく，rむだに2つ
の長い期間が空費された」24）のである。では，そのような空白は，なぜ，
どのような事情のもとに生み出されたのであろうか。また，その空白は，
ED　C交渉にどのような影響を及ぽしたであろうか。
　第一回目の空白期間（52年5月～53年1月）は，E　D　Cを推進するうえ
で，多くの損失を生み出した。25〕当初，フランスでは，社会党・急進社会
党において，まだ致命的な見解の分裂は見られず，反対派，ド・ゴール派
も，政府多数派を形成していなかった。共産党だけが，影響力の大きい唯
一の反対党なのであった。ところが，ピネー内閣のもとで，シューマン外
相がE　D　C批准法案の国会提出を逮巡している問に，E　D　Cを取巻く内外
の情勢は著しく変化しはじめていた。すなわち，国内では，社会党が閣外
に去り（前述），ド・ゴール派AR　Sが政府・多数派の地位を占めるにいた
り，そのごの内閣は，いずれもE　D　C反対派を内に含めるにいたった。し
かも批准に好意的であった社会党が「決定的な時期に反対の意を固め」た。
国際的には，朝鮮戦争が休戦の兆しを示しはじめ，かつ，スターリンの死
後，ソ連は「平和攻勢」への政策転換を強化しつつあっれ
　では，「52・3年の時点でさえ，議会にまわせば，批准できていたかも
知れない」26）と思われる，その好機を，熟心な統合主義者ロベール・シュ
ーマン外相が逸したのは，何故であろうか。この問いに，Raymond　Aτon
は「外相がE　D　Cに政治共同体を加えるつもりだったのか，それとも，外
務省が・議会の空気が悪いので時問嫁ぎをする方がよいと考えたのか？
理由は明らかでないが……（以下，略）」27）と述べている。おそらく，そ
の両方であったのだろう。E　D　C構想が政治共同体構想と軌を一にするも
のであることは・E　D　C設立条約第38条の全文からみて・明白であ孔
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　　　a
　　　b
　　　C
　本条第2項に蜆定された期間内に総会は次の事項を研究する。
　民主的基礎にもとづいて選挙された欧州防衛共同体総会の創設。
　かような総会に賦与される権能。及び，
　共同休の他の機関との関係においてこの条約の規定についてひき起
され，必要に応じて殊に国家の妥当な代表制を確保するためなされな
けれぱならない修下。
　この研究において総会は，殊に以下の原則を鼓吹す孔
　この過渡的機構から承継される最終的性格の機構は，権ノコ分立の原
則にもとづき．□Lつ二院議会制度を含む究極的な連邦又は国家連合制の
構成要素を組織するように改編されなければならない。
　総会は，ヨーロッパ共同について現に存在する異なった機構の並存
から生ずる問題又は連邦尤＝しくは円家連合制への総括を確保するため
に生ずるであろう問題を研究する。
　総会の捉案は，総会がその職務を開始した後6月以内に閑僚会議に
提山される。この捉案は，閣僚会議の同意により総会の議長によって
締約同政府に送られる。この提案は，締約困がそれを受煩した口から
数えて3月以内に，それを1ヨ．司査する目1r勺のための議会が召集される。
　本条文におけるr二院議会制度を含む究極的な辿邦又は国家辿合制」こ
そ，一種の政治共同体を意味するものであり，E　D　C構想がいわゆるE　P
C構想を含むがゆえに，それはたんに軍事的統合としてだけでなく，政治
的統合のための企てとしての意味を持ちえたのである。「統合ヨーロッパ
ヘの道」の著者Andr6Marcha1は，EDCの野心的な試みに言及し，そ
の推進者たちがE　P　Cに統合ヨーロッパの夢をかけたことを指摘してい
る。「かれらの大部分は『一か八か』に賭けたのである。つまりその贈け
とは，もしかすれば一ヨーロッパ防衛共同体が否決されたときには一
統合ヨーロッパ（彼らはそれを信じていた）の，少なくとも一時的な，挫
折となるが，またもしかすれぱ　　それが成功した際には　　軍事共同体
と政治共同体とが一時に形成され，統合の過程に決定的な一歩が記される
ことになるというものである。彼らがこのような行動に出たわけは，ヨー
ロッパ防衛共同体構想のなかに政治共同体が蔵されていたからである」2呂）
　たしかにE　D　C構想は，もともと野心的な試みであった。W．H．Clark
の指摘するように，それは超国家的「政治共同体」を指向するものであり，
ヨーロッパのための外交・防衛政策をもち，ヨーロッパ国内政策にまで立
入るものであった一点で，もし成功していれば，あるいは実際に「ヨーロッ
パ合衆国」が形成されていたかもしれない。29〕その意味において，後日
における超国家的要素の後退遇程を無視するとすれば，E　D　CはE　P　Cと
抱合せであることによって，まさしく超国家的『一ロッパ統合の命運を賭
ける最初の試みであった，と言えるであろう。このことは多くの論者の指
摘するところである二しかし，E　D　CがE　P　C構想によって支えられてい
るという事実を，たんにそのような祝点からのみ理解することは，皮相的
にすぎる。まずわれわれは，EDCという軍事的レベルの統合の試みが，
なぜ必然的に「艮主的基礎」を前提としなければならなかったのかという
疑問に直面するとき，そこに，そうすることによってドイツの将来の拾頭
を予防しようとするフランス政府の意図を容易に看取することができ
る。30〕同時にそれは，熱心な統合主義者たちにとって，対独規榊」的な要素
を強化することによって，反対派を超国家的な共同体構想に同化させよう
とする，ひとつの接合点でもあったろう。しかしながら，支持派・反対派
の双方がこの「民主的規制」をE　D　C創設の前捉としたがゆえに，すなち
マーシャルの表現をふたたび借りるならば，「（それが成功した際には）軍
事共同体と政治共同体とが一時に形成され，統合の過程に決定的な一歩」
を記すというほどの雄大な構想を含むものであったがゆえに，そのごのE
DC交渉の進展が遅延し，ついには挫折せざるを得なくなったことも，ま
た否めない事実であろう。国際的な緊張緩和に伴い，ED　C反対派，就中
ナショナりストたちは，その雄大な超国家的構想への攻撃を強化しはじめ
たのである。
　以上に検討したところから，ED　C交渉における第一の空白期間が，前
掲のE　D　C条約第38条の規定に実質的な内容を与えるという作業のために
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齋されたものと考えることは可能である。このことを裏づけるように，欧
州統合年誌には，52年9月10日，「E　C　S　C加盟諸国の外相は，E　D　C条
約第28条にしたがって，政治共同体条約を6ケ月以内に作成することを，
E　C　S　C共同総会のメンバーに委任」r　E　C加盟諸国は・政治共同体条約案
作成のための特別会議組織」と記戴されている。3ユ〕さらに，その空白期問
は議会の状況の好転を侯って時間嫁ぎを阻ったものではなかろうか，との，
RaymOnd　ArOnの第二の指摘については，　同じ書物に所収されている別
の論文において，Jacques　Fauvetが明確な解答を与えている。すなわち，
かれによれば，E　D　C支持派が条約批准を遅延させた真の理由は，当時の
国会において支持票がすでに「数十票不足する」ことを恐れたためであ
り，かれらの失敗は，r論争を無期限に引きのばせば，事態は好転する」
と信じたところにある。32〕実際には，すでに述べたように（21頁），事態
は「悪化」したのである。52年9月，ピネー内閣はついに，その批准を国
民会議に求めることを少なくとも同年11月のアメリカ大統頷選挙後まで延
期することに決定した。33）
　このことからも推測されるように，交渉過程におけるE　D　C支持派の態
度のなかに，ED　Cを挫折に導いたひとつの要因を洞察することができる
ように思われる。・たとえば・それは・53年1月31日～2月8日，ダレス米
国務長官がE　D　Cの批准を促すためにE　D　C参加各国を歴訪した34）折り
の・フランス人関係者の言動にも窺うことができる。帰国後，ダレスは，
E　D　Cが早急に実現する可能性があるとの印象を述べたが，35）それは，ビ
ドー仏外相およびギ・モレ仏社会党書記長から，E　D　Cの反対者はジュー
ル・モック，ダニエル・マイエル，ヴェルデイエのような少数の社会党員
のみであると聞かされていたからである。のちにマンデス・フランスが，
共産党員はもちろん，社会党，急進社会党，ド・ゴール派，独立諸派の議
員の多くがE　D　Cにたいして反対投票を投ずるであろうと述べて，ダレス
は初めて事の真相を知ったという。ヨ6〕
　E　D　C支持派については，その楽観的な見通しとともに，E　D　C推進に
おけるかれらの弱腰な態度もまた，指摘されなければならない。たとえば，
条約箸名に先立つ52年5月25口・　人民共和派（MR　P）は，党人会を開
催し，ED　C反対派の掲げるすべてのスローガンを採り入れていこうとし
た。まず，議会の求める保障（ドイツのED　C脱退後における合衆困およ
びイギリスからの実効力ある保障）を，批准の前捉条件とした。同時に，
MRPは，東西問の平和共存を望むとの立場から，ソ連との平和継続を必
要課題とし1同国との「平行交渉」para11e1negotiatiOnを主張する見解
を支持した。　これらは，交渉の推進において批判されるべき材料ではな
く，その慎重さおよび平和愛好的な精神においてむしろ評価されるべきで
はあろうが，結果的には，そのことがE　D　C交渉の二度にわたる空白期間
を生み出し，時運を失することとなった。すでに一言したように，MR　P
を合むE　D　C支持勢力が，E　P　Cに体現される「欧州政治権威」European
Po1itical　Authorityの確立をED　C批准の前提条件としたことも，同様の
観点から理解されねばならないのである。
　ラニエル内閣のもとにおける第二の「空白」について検討する前に，そ
れにいたる期問（53年1月末～同年6月）に生じたいくつかの変化に言及
しておきたい。37〕
　52年12月23日，ピネー内閣の総辞職に伴い・「や㌧右傾化した」38〕Ren6
Mayer内閣が成立した。すでに社会党および中道派勢力の後退傾向のな
かで，マイエルはそれらの支持を頼みにしがたく，組閣にあたりド・ゴー
ル派（R　P　F）の強力な支持を要することになった。八閣にあたり，ド’
ゴール派は2つの条件を示した。第1は，ED　C条約の批准にかんする票
決を行わないことを，マイエルに求めるものであった。新政府は「ド・ゴ
ール派15議員の支持を受ける条件として」39〕パリ条約の修正を約束した。
53年！月6日，マイエル首相が国民議会において一応はED　C支持を表明
しながらも，同時にE　D　C条約における超国家性の修正とイギリスとの協
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力閑係の強化を図るのは・このような事情によるものである。RPFはこ
のような言質に満足せず・なおも投票を拒否するよう強要した。そこでマ
イエルは・のちに・「議定書がフラン刈玉峰とフランス辿合との一体性と
統一性の維持を認めるものであるべき」こと，および，批准の前捉条件と
して「ザール問題に関する合意を確認するものであるべき」ことを宣言する
ことに同意した。40〕このことによって，条約の精柳は著しく歪められた。
この時点で，ロベール・シューマン外相は臼ら辞任を申出た（後述，28頁）。
　53年2月11口1マイエル首相のもとにフランス政府が捉出したE　D　C条
約辿力■1議定書案について検討してみよう。この議定苦案は，つぎの5項目
（骨子）からなる。4工）
（1〕フランスは，海外頷土の防衛にとって緊急の必要ある場・合には，NATO
　箪最高司令官の同意なしに，ED　Cに提供している兵力を引き揚げうること。
12〕フランスは，ED　Cに提供している兵力と海外蹟土の防衛のために保有し
　ている兵力を白由に交換しうること。
13〕フランスは，海外頷上の防衛部隊への供給のために，E　D　Cの干午外に1｛ミi防
　産業を保持しうること。
14〕EDCに対する加盟1玉1の兵力および財政上の寄与に変更があっても，ED
　C閣僚理事会における表決権の配分は変えないこと。
15〕燗ドイツの占領休制が終粘した後でも，西ドイツに駐留するフランス舳蒙
　は，米英両1舳玉隊と同じく特別の地位を保持すること。
　ここにリjらかなように・その本旨は要するに・フランスにとって，n凶
特権の婁求にほかならず，すなわち，フランスが白困軍に対する蜘符の影
響力ないし統制力の強化を図り，そのことによってED　Cの超困家性その
ものを稀薄化しようとしたものにほかならない。とりわけ，インドシナ問
題の打開に苫しんでいた）I1帖のフランスが，　「EDCに参加することによ
り欧州と梅外要地問における兵カの相互移動の〔哺を制限せられることを
喜ばないのは当然」42）のことであり，それゆえにこそ，その臼由を確保す
ることによってE　D　C条約の批准を促進させようとして，この議定書案を
アメリカおよびEDC力11盟諾国に捉出したのであった。当時，フランスと
しては，「いつでも，　欧州軍中の白国軍隊を海外属領へ派遣できる建前
に」43〕しておく必要に駆られていたのである。
　しかしながら，そのためにパリ条約を修正せねばならなかったのかどう
か，入江啓四郎は疑問を呈している。なぜなら，パリ条約自体が，緊急の
場合には，　ED　Cの寧隊を海外に派遣しうる旨，規定しているからであ
る。かれは，その疑問に自ら答えて，同条約ではその実施においてかなり
の制約を諜せられていること，とりわけ，海外派遣のさいに「北大西洋条
約機構最高司令官の同意を必要とする（第14条）」ことを指摘し，　したが
ってフランスとしては，　「いちいち最高司令官の承認を要するというので
は，不安を感ずる」44〕のであると説■リ」している。もちろん，そのことは真
実であるに違いないが，より深層の理1ヰ」を探究するならば，いみじくも吉
村健蔵の指摘するように，「超国家的な欧州軍を創設しようという精神か
ら，フランスがすでに離反していたことを示す」45）ものにほかならない。
その後，同議定書案は，2月25Ll，署名6ケ国による｝問委員会に委託さ
れ，3月4口，同委員会はひとつの妥協案を示した。3月木，議定書は署
名された。もっとも，これに対し，フランスは白困の捉出した修正案が十
分認められていないことを不満とし，また他の諮困も，「EDC条約の基
本的性格の変更や彼らに対する芹別待過をもたらす」46）ものとして，不満
の念を抱いた。　6月18日にいたり明らかにされた同議定沓の最終的内容
は，以下のとおりである。47）
倒　EDC参加各国は自国軍とEDC彬への兵力割当およびよび両刷洞の兵力
　移動に関し優先約決定権を有すること（E　D　C条約16条関係）。
lB1投票権の決定に関する時機は同条約発効後決定されること　（EDC条約43
　条A関係）。
lc〕欧州軍学校には参加各国の将佼が入校出来ること。
lD〕条約75条の動員は戦時編成のED　C軍の動員にのみ適崩されること。
lE〕軍需品の生産および輸出入に関して各国は特別の場合統合本部から統制さ
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　れるほか，何等拘東されないこと（ED　C条約107条関係）。
lF〕各国は緊急の場合統合本部および最高司令官の同意を得て引き揚げ得るこ
　と（E　D　C条約13条関係）。
　話題を少し遡及させるなら，53年1月，マイエル首相のもとでE　D　C条
約の基本的性格に修正が加えられようとしていたころ，シューマン外相は
辞任を申出た。それは，「白らの政策の続行に多数の信任を得ることがで
きない」48）としたためであった。戦後，首相として2次の内閣を構成（47
年11月～48年7月，48年9月」し，そ0）ご長きにわナこり外相の地位に留ま
りながらヨーロッパの復興と統合にその精魂を傾けてきたシューマンの辞
任が意味するところは大きい。かれの功績は，何よりも，「シューマン・
プラン」に名を残すように，ECSCの成功にみられる。また，　プレヴァ
ン・プラン（EDC）の推進において指導的な役割を果したことも，周矢口の
事実である。後任のジョルジュ・ビドー外相は，EDCに対して反対者で
ないにしても，少なくともその積極的な推進者ではなかった。なるほど，
かれは，外相就任以後，EDC批准のために尽カしている。決してこの点
を無視することはできない。たとえぱ，54年春の時点においても，ジュネ
ーブ四ケ国会談に先立ち，かれは軍務期間，財政分担金，軍事法令，英米
両国との関係強化その他の懸案事項の解決に努め，議会・外交・政府各レ
ベルにおいて国内の調整を図ろうとしている。49）とりわけ，同年4月12日
に署名されたイギリスと共同体との協力協定は，ビドーの貢献に負うとこ
ろが大きい。しかしながら，カ・れは，すでに署名されていたED　C条約の
批准問趨に関して，ひとつの引継ぎ事項として単に職務上の義務感から対
処しようとしたにすぎない。ビドーは統合主義者ではなく，EDCがドイ
ツ再軍備のための可能な唯一の手段であることを認めながらも，ヨーロッ
パの連邦化は「非現実的」50〕であるとして疑問を抱いていたようである。
上記の立場から，ビドーは，E　D　Cの批准がフランスの海外領土との関係
や自国の軍事的主権の問題に影響を及ぽすことのないよう希願し，ことに
政治共同体（E　P　C）の構想に反対した。このようなビドーの考え方が，
前述のフランス議定書案およびそのごの（マンデス・フランス内閣のもと
での）修正議定書案においても反映されているものと思われる。それゆえ
にこそ，ビドー外相の就任は，E　D　C反対派にとって「最初の一しかも
象徴としての一成功」51〕として評価されるのである。ECSCがシュー
マンの提唱により，しかもシューマンの外相在任中に実現されたのに対
し，EDC交渉では，さらにこののち，ビドー自身も更迭され，EDC反
対派のマンデス・フランス首相が外相を兼務することになる（後述，33頁）。
　53年5月24日，マイエル内閣は，主としてド・ゴール派の支持を得られ
ぬことにより崩壊した。約1ケ月に及ぷ混乱ののちに52〕，議会は中遺派
を自称5ヨ）するJoseph　Lanielを次期首相として選出した。かれは1「フ
ランス外交政策の継続を確認」54）することでMRPの支持を得た。一方
ド・ゴール派R　P　Fは，閣内からE　D　C反対を継続する方法を選び，入閣
に同意した。内部に支持・反対両派を合む中道派ラニェル内閣は・E　D　C
に関する限り，「どっちつかずの55〕」（ambiguous）道を辿らざるを得な
かった。こうしてラニエル内閣のもとにED　C交渉における第二の空白期
問が始まった。とくにラニエル首相の就征（6月28日）以後，途中休会期
問（7月24日～10月6日）を挾んでいたとはいうものの，ヨーロッパ政策
に関する「大論争」が開始される11月17日までの約5ケ月問にわたり・議
会ではEDCに関して何らの進展も見られなかった。
　この空白期間を通じて，社会党内ではいっそう反対論が増大しつつあっ
た。　ここで，杜会党の動向（53年11月までの）について言及しておきた
い。戦後，社会党（SFIO）は，MRP，RGR（共和左翼連合）とともに
「第三勢力」政権の一角を荷負ってきてはいたが，　その党勢は着実に減退
の方向を示していた（資料〔V〕〔W〕〔m〕参照）。　そして，すでに述べたよ
うに，52年3月，ピネー内閣の成立とともに社会党は政府与党の座を去っ
た。しかしながら，E　D　Cに関する限り，社会党はつねにその成否を左右
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する地位に留まり，それだけに党内のふかい亀裂はEDCの挫折に大きな
影響を与えた。すでにフォール内閣のもとで，E　D　Cの原則的承認に関す
る困会審議（53年2月19□）にさいして，社会党内に分裂の生じていたこ
とは，さきに一言したとおり（18頁）である。結局，いくつかの前提条件
を留保（同18頁）することによって，朴会党はEDC条約の原則に関して合
意をみたが，なおかつ20名の村会党議員がすでにこの時点でこれに反対投
票したことは，沐目に偵する。その分裂は，E　D　C条約の署名に先1ヴつ党
大会（5月23口）において，いっそう増幅されていた。Naege1en，Ju1es
Moch，Daniel　Mayer，LeenhardtおよびEdouafd　Depreuxが条約を批
判し，Jaquet，Le　Bai1，F61ix　Gouin，Andr6Phi1ipおよびGuy　Mol1et
が条約を支持する演説を行なった。支持派のギ・モレ書紀長は，E　D　Cに
関して‘no　refusal，no　acceptance’という見通しを述べている。すなわ
ち，かれによれば，「（EDC条約批准の）拒否は，ロシアの望む最も美し
い勝利」ではあるが，rわれわれが獲得せねばならないいくつかの保障があ
るので」受諾は審議されないかもしれない，というのである。56）因に，ギ
・モレ苫記長は，54年4月，‘Foreign　Affairs’誌上に’France　and　the
Defense　of　EuroPe’と題する論文を寄稿している。このなかで，かれは，
懸案のE　D　C問題を［l1心として，ヨーロッパの平和と安全にかんする考え
を被濡しているが，それは，村会党の，とりわけ，その中のE　D　C支持派
の見解を代弁しているものと考えられるので，以下にその要旨を紹介して
おきたい。57）
　フランス祉会党は1虻界平和を最終の目標とし，その実現のためには軍納，□ミ1際
会議等あらゆる交渉の機会を利用する。また，平和主義を璽んじ，侵略の脅威か
ら平不口を守ることに努め，平不口を万Lすものに対し，それに対抗しうるだけの力を
保有する必要を認める。鮒r来，朝鮮戦争，スターリンの膨張政策に直面し，西
ヨーロッパの防矧木制の確．1’／l，並びにそれへの西ドイツの編入の必要が生じてき
た。
　フランス人の心の小では，いまなおドイツ軍は侵略と廃號と死を意味するもの
であるが，アメリカ人はこの点を十分理解していない。フランス社会党はドイツ
の分割に反対し，その再統一を希望する最初の，かつ唯一の政党ではあるが，ド
イツ主権の完全な回復とその再軍備にはあくまで反対する。西ドイツを主権困家
とし西側勢力に入れることは，同国にナショナリズムとミリタリズムの復活を許
宕し，民主的な休制を崩壊に導く危険性を孕んでいる。フランス社会党は，ドイ
ツを西洋の防衛休制と統合させることを支持する。
　イギリスおよびスカンジナヴィア諸因が，いかなる形のドイツの国家主権回復
にも反対している以．卜，われわれは「特定国」の狭い枠組の中でドイツの統合を
試みるほかない。イギリスの存在は，将來EDCが成立したのちに，　ドイツの脅
威を抑制するために必要である。フランス社会党は，EDC条約を支持するもの
であるが，それはイギリス参加への保障の程度による。この提携は，真のパート
ナーシッブでなければならない。すなわち，イギリス軍の常時大陸駐留について，
具体的かつ一月確な条文が必要である。同様に，アメリカ軍の常時駐留も保障され
ねばならず，　ドイツの脅威に備えるためには・さらに，いかなる加盟1詞に対して
も月克退の権利および覇権獲得の野望を許さないことが肝要である。最後に，E　D
C軍の行使を決定するための政治的権威の問題が堺決されねばならない。フラン
ス社会党は，特定の専F■ヨ機関が民主的統制のもとに頁の超1＝司家的権力をもつこと
を希望する。その政治的機関は，加温諸同民のl1上互接選挙によって1釧1される議貫
によって構成され，その管轄権は軍事目約に限定せられるべきである。
　以上のような主張は，E　D　Cの実現を閑難にするのではないかとの批半1」がある
が，それは誤塀である。社会党は統合ヨーロッパの完成までE　D　Cの批准を待つ
つもりはない。むしろ，　6ケ国のみによって早急に連邦ヨーロッパの建設を進め
ようとするrヨーロッパ主義者」には反対する。社会党は政治的権威に超国家性
をもたせ，それを民主統制下に従わせることを提案するだけであり，そのことは
近い将来においても実現しうる筈である。社会党は，ヨーロッパの統合が平和問
趣に寄］了することを確信するものである（後略58〕）。
　ギ・モレの主張に代弁される朴会党内の支持勢カの努力にも拘らず，53
年7月の党大会において，「統一ヨーロッパ軍の原則」を承認する動機は，
辛じて可決されるに留まった（賛成1979票，反対1189票，棄権228票）。59〕
もっとも，この時点では提11昌者ルネ・プレヴァンの党（UD　S　R）でさえ
混几し，Bomefous，LanetがE　D　Cに反対，C1audius　Petitおよび
Legaretが支持するという状況であった。60）　党内が賛否両論をめくっ
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て分裂・動揺していたとしても，社会党がフランスにおけるED　C交渉を
つねに率先する，いわば指導的役割を演じたことは否定できない。52年2
月，　具体的な批准諸条件を提示したほか，　翌年11月17日に始まる国会の
大論争（後述，33頁）においても，社会党は「真のヨーロッパに関する議
事日程」61〕を提示した唯一の政党であった。
　ラニエル内閣のもとでも，ド・ゴール派（RPF）は，政府内において
多数派の地位を占めた。R　P　Fは，52年3月，ピネー内閣の成立に伴い社
会党が野党となって以来，入閣し，左右のバランサーとしての役割を果し
た。R　P　Fはピネー内閣のもとで，ヨーロッパ主義者口べ一ル・シューマ
ンの外相辞仔を要求するが，この時点では認められず，53年1月，ようや
く次期マイエル内閣の成立を侯って，　シューマン外相の更迭を実現させ
た。以来，マイエル・ラニエル両内閣のもとで，R　P　Fは政府多数派を形
成するのであるが，それでは政府内におけるド・ゴール派の治頭はE　D　C
交渉の進展にいかなる影響を及ぼしたであろうか。Jacques　Fauvetによ
れば，ド・ゴール派の結集はナショナルではあるがフランスの政策を左傾
させる社会運動である，また，ド・ゴール派は政府多数派としての立場上
ヨーロッパ軍に対する敵意を断念するであろう，との当初の2つの仮説を
裏切り，結局RPFは保守的傾向を指向し，同時に，反ヨーロッパ政策を
いっそう強化しさえした。問題を後者のみに限定するならば，R　P　Fの政
府多数派ぺの参与は，ヨーロッパ政策に対する二重の勝利を意味するもの
と指摘されている。（1喧接的勝利　　MRPの存在にも拘らず，あまりヨ
ーロッパ主義的でない右派連合を結集し，その新たな支配力を増強させ
た。12燗接的勝利　　社会党内ではE　D　C支持派が優勢であったにも拘ら
ず，左派勢力をあまりヨー1］ツパ主義的でない連合の形成へと導いた。62）
このようにして・ド・ゴール派は，その勢力の拾頭とともに，内閣および
国会を自らの望む方向へと旋回させていくことに成功するのである。
　53年11月17日，ラニエル内閣のもとで開催された国民議会は，ヨーロッ
パ政策に関する一大論争を喚起したが，これによって社会党では支持，反
対両派の対立がいっそう尖鋭化した。賛成派のJaquet，Gouin，Le　Bai1，
Guy　Molletらが，E　D　Cを拒否したばあいにおけるドイツ孤立化の及ぼ
す影響，ソ連との対立的関係などを考慮してE　D　C支持論を叫び，あるい
はイギリスとの連合および超国家的権威設立のあり方などE　D　Cの前提的
諸条件の検討を試みるなかで，もはや反対派は固く黙したままであった。
MRPでは，Alfred　Coste…F1oretが，ドイツのNATO編入に反対し，ま
たザール問題の解決を批准の前提条件とはしないとの立場から，Robert
Schumanは・ひとつには対ソ感情から，それぞれE　D　C支持論を述べた。
E　D　C反対派の共産党は，ドイツ再軍備に反対するすべての人々との結託
を宣言し，ソ連との協調を主張しながら，その反対論を強化し，ド・ゴー
ル派も・いっそうナショナリスティックなスローガンを掲げて，より非妥
協灼な姿勢をとるにいたった。RadicalsおよびMOderatesは，社会党と
同様，EDC論争をめぐって分裂を来していた。そして前述の如く，「ヨー
ロッパにかんする唯一の真の議事日秤」と評価された社会党提案は，主．と
して共産党，ド・ゴール派および穏健派の議員たちによって否決（325vs．
247）され，54年6月12日，ラニエル内閣は崩壊した。6ヨ〕
　同年6月18日，共産党，杜会党，急進派，59名のド・ゴール派，および
他政党の若干の議員の支持を受けて，　ED　C反対派のPierre　Mendさs－
Franceが内閣を組織（310vs47，棄権143票）し，ビドーを斥け，自ら外
相の地位を兼務した。このことは，E　D　C条約の推進にとって，まさに「命
取り」64）となった。　マンデス・フランスは，　閣内に支持派のBougさs－
Manoury（急進派），反対派のGeneral　Koenig（ド・ゴール派）を含め
ることにより意識的に「対決」の状況を作り出したが，E　D　C支持派にと
って最大の失敗は，この時点においてMR　Pが入閣していないことであっ
た。「MR　Pが入閣していたとき，　同党は優勢ではあり得なかった。閣外
にあっては，同党は無力であった」65〕という事実こそ，E　D　C挫折の有力
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な一因をなすものである。
　54年8月11日～13日，マンデス・フランスはE　D　C交渉の打開を図るた
め閣僚たちにいくつかの基本方針を提示した。それは，主として，11〕超囚
家的性格の放棄，12〕イギリスの加入，そして，13）ドイツのミリタリズムを
コントロール可能なものとすること等であった。66〕ここで（1〕に関する事柄
についてのみ述べるならば，まず，マイエル内閣のばあいと同様に，条約
自体はそのままにしておいて，「その超国家的なところを附属議定書案に
よって実質的に骨抜きにしてしまう」67）ことであった。それは，条約の批
准促進を図ることによってE　D　C賛成派の支持をとりつけ，超顕家性を稀
薄化したり，他の諦条件を充足したりすることによって反対派の支持を得
ようとする，文字通りの「妥協案」にほかならない。その妥協の内容は，
より精確かつ公平にみるなら，閉らかにE　D　C支持派にとって不利なもの
であったといえる。菊池守が，その論文において，超国家的基本的性格の
尊重されるルネ・プレヴァンによる構想を「プレヴァン軍」と称し，マン
デス・フランスによって再提案された議定書案による構想のものを「マン
デス軍」として区別することは，まったく正しい。㈹後者は，もはや当初
の構想とは根本的に異なるものと化していたのである。にも拘らず，ED
C支持派が，マンデス・フランスによるこの修正案をあえて拒否しなかっ
たのは何故であろうか。Raymond　Aronが指摘するように，　それは単に
「ヨーロッパ主義者たちが，　マンデス・フランスを，かれの個人的感情は
どうあれ，E　D　C反対者とは考えることができなかった」69〕だけなのであ
ろうか。C・L・ロバートソンと同様に，E　D　C支持者たちは，マンデス
・フランスの行動について「条約がフランス議会により受け入れやすく，
しかもすでに条約に調印し，ながくフランスの動きを見守っていた他の諦
国の，意向にもそうように，条約を改正しようと努力」70）しているものと
評価していたのであろうか。この時点では，むしろ，E　D　C交渉にとって
国際惰勢が不利に進展しつつあるなかで，フランス国内でも反対論がいっ
そう増巾され，もはや支持勢カは，いかなる形のものであれ，E　D　Cの実
現を可能ならしめるためには認めざるをえないとの心境に立たされていた
ものと解するのが妥当ではなかろうか。一方，マンデス・フランスのこの
修正案に対して，EDC反対派のド・ゴール派3関僚は，超国家的性格の
稀薄化にも拘らず，不満の意を表して辞任した。反対勢力のこの剛直な態
度に比して・支持勢カの態度が終姶このように軟弱であったこともまた，
E　D　C挫折の一因を導くものであったといえるかも知れない。
　この修正議定害案は・ブラッセルのE　D　C加盟6ケ国会談（8月！9日～
22日）において提案されたが・その主な点はつぎの通りである。71〕
11〕条約の有効期間を50年の代りに20年とする。更に有効期問内であっても，
　la〕北大西洋同岬条約が火効した場合，lb〕英・米軍が欧州大陛から撤退した場
　合，lc〕独乙が統一された場合，E　D　Cを廃棄できる。
（2〕条約発効後8年閉は超国家的性格を有する条項は適用されない。即ちE　D
　Cの預要専項を決定する閣僚会議は全会一致を以て議決する。
（3〕ヨーロッパ軍に統合される’1再隊はドイツに駄屯する郁隊に限られる。
　このフラソスの捉案の阻いが「米英軍の欧州からの撤退やドイツ再統一
の場合の危険に備えるだけではなく，EDCの超国家性を緩和して，フラ
ンスの臼由行動の範囲を拡大する」72）ことにあったことは，いうまでもな
い。そして，新提案に示された各項目は，すべてフランスのナショナリズ
ムを満足させるに足るものであり，もしこれらの条件が充足されていたな
ら，もちろんED　Cは発足することができたであろうと思われる。しかし
ながら，マンデス・フランスの示した基本方針は，ブラッセル会議におい
てことごとく他の加盟5ケ旧ないしアメリカの反発を生み，もちろんイギ
リスの加入を得ることもできなかった。この段階で，すでにマンデス・フ
ランスは・フランス国民議会においてもEDC批准法案が否決されるであ
ろうことを感触しえたはずである。
　それにも拘らず・マンデス・フランスは，ブラッセル会談終了直後の8
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月30日，　E　D　C法案の可否を国民議会に問うことを決意した。国民議会
は，若干の手続問題に関する討議ののちに，E　D　C条約批准にかんする討
議の打切り動議を提出し，賛成319，反対264，棄権43票でもってこれを可
決した。では，明白な結果を予想していながら，マンデス・フランスは，
なぜ同法案に関する決着を急いたのであろうか。たんに，かれが個人的に
E　D　Cの反対者であったというだけの理由によるものであろうか。いや，
むしろ，菊池守の指摘するように，EDC交渉が行詰まり，かれ自身の地
位が国際的に「孤立」する状況のなかで，「いよいよ条約をなまのままで
議会にかけて決戦する他に途がなくなった」73〕と理解するのが，正しいよ
うに思われる。ブラッセル会談の決裂，協力に関するイギリスの不満足な
対応，ドイツ閥題に関する対ソ交渉についての米英両国の冷ややかな対応
などにより，マンデス・フランスは，あまりにも失意を被りすぎていた。
　E　D　C批准法案が事実上否決された瞬問，議場には期せずしてラ・マー
セーユズの斉唱が起ったという。但し，それが「フランスー国の『欧州の
病人』からの回復を祝う革命歌であったと同時に，欧州統合政策の土台が
崩れ去るに対する挽歌であった」74）との指摘は，その後のヨーロッパ共同
体の発展を考慮するな」ら，必ずしも妥当であるとはいえない。しかし，す
くなくともその当時，そのような見通しのあったことはおそらく事実であ
ろう。E　D　Cの挫折がヨーロッパ統合運動に与えた影響は大きい。
　E　D　C挫折のあとに，大局的な見地から顧て言えることは，E　C　S　Cの
交渉がかなりスピーディに進められたのに対し，EDC交渉にはきわめて
長大な歳月を要したということである。端的に言えば，前者が計画の公表
から条約署名までに約11ケ月，後者は1年7ケ月を要している。さらに，
前者が署名後1年3ケ月を経て成立したのに対し，後者はそのご2年3ケ
月の交渉ののちに挫折している。しかも，後者のプランの発表は，前者に
比して約5ケ月遅れている。貝＝体的には，E　C　S　C交渉は50年5月初旬～
52月25日，E　D　C交渉は50年10月24日～54年8月30日まで継続されている。
両交渉におけるこのような時期的ないし期間的ギャップが，フランスの内
政にとって何を意味するかは，すでに詳細にみてきたE　D　C交渉の過程の
中に，如実に示されている。むしろ，ここでは，そのことの国際政治的意
味あいについて考えてみることが重要である。しかし，それには，E　C　S
C交渉以後，すなわち72年7月25日の同共同体条約の発効以後の時点にお
いて何が起こったかを示すだけで十分であろう。53年3月5日，ソ連では
スターリンが没し・平和共存政策が図られ，これに対応して5月11日，チ
ャーチル英首相も’対立協調’を願う趣旨の演説を行う。7・〕7月27口，E
C　S　C・ED　C両共同体設立の直接的契機となった軸鮮戦争が休戦を迎え，
ソ連は「平和攻撃」をいっそう強化した。加えてEDCの阻止に全力を挙
げ，8月14口およびユ1月26日付の覚書において，フランスの同条約批准に
牽制の態度を示している。さらに翌年7月20日，フランス懸案のインドシ
ナ戦争も休戦協定を調印するにいたる。要するに，これら一連の「緊張緩
和」が，E　D　Cに対するフランスの考え方を改めさせるにいたったものと
書うことができるのである。もともと，フランスにとってEDCは，国際
的な緊張の昂まりのなカ・で，ドイツ再軍備の必要が生じ，その方法をめぐ
って不本意ながら自ら同じく超国家的枠組の拘東を被り，一部主権の放棄
を言一忍めることを敢えて容認した，まさに苦肉の計画であった。この点にお
いて，フランスは，真に超国家的組織の発展を希望する他の加盟国とは，
趣を異にしている。E　C　S　Cにおいても，フランスは同様の撞着を被るわ
けであるが，それはたんに経済の一部門における統合の試みであり，しカ・
も朝鮮戦争の勃発による緊張激化のなかで交渉が行われたことがその成立
を助けたと言えよう。E　D　Cにおいては，軍事的・政治的主権の一部放棄
に関する決断を迫るものであったところが，まさにその寸前に国際緊張の
緩和が進んだために，フランスはもはやその必要なしとして当初の計画を
撤回することになったのである。先にみたとおり，フランス国内のEDC
の交渉が停滞し，議定書案によって起国家性の稀薄化が図られていく過程
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は，冷戦緩和の過程と明確に照合することができる。国際緊張の昂まりな
しには，E　D　C・E　P　C構想はおそらく生じえなかったであろうから，緊
張が緩和するとともにその構想が拭去されようとするのは，むしろ当然の
ことなのかも知れない。ED　C挫折の原因として，筆者が，そこにおける
高度の超国家性，独仏両国問の不信感，フランスのナショナリズム，あるい
はイギリスの不加入といった要因以上に，まず国際情勢の変化という要因
を重んずる所以である。「EDC条約は，時間（time）の犠牲であった」75〕
という指摘は，あらゆる意味において正しいと思われる。76〕
1）
2）
3）
4）
5）
6）
7）
8）
9）
10）
lI）
12）
13）
　　　　　　　　　　　　註
　入江啓四郎「宿命の独仏関係一その打開は可能か絶望か」一肚界週辛㈱33巻第
35号，1952年12月11日，27頁。
　中川進r欧州防衛共同体（E　D　C）条約の／953年間における進展」ジュリス
ト第49号，1954年1月1日，／6－21頁。
　同上，20頁。
　ドイツ財政・税研究所「西欧諸国は共同防衛にいかに寄与しているか」’肚界
週報第35巻第18号，1954年6月21日，28頁。
　同上。
　同上。
　菊池守「欧州軍敗れたり」世界第107号，1954年1／月，69頁。
　Daniel　Lemer　and　Raymond　Aron，eds．，France　Defeats　EDC，
Frederick　A．Praeger，Newyork，1957，p．2．
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後藤一郎・福田三郎・兼近輝雄「各同の政治織構〔I〕一政府・議会・政
党・選挙・圧カ団体」敬文堂出版部，1965年，296－300頁。
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四，ヨーロッパ統合過程におけるE　D　C挫折の意味
　さきに一言したように，E　D　Cの挫折は，その後のヨーロッパ統合のあ
り方に多大の影響を及ぽした。われわれは，そこにこそEDCの意義を求
めることができる。ここでは，E　C　S　Cとの比校論的祝点に立ちながら，
以前に発表した拙稿（研究ノート）ユ）の論述を若『二敷桁する形で，EDC
の挫折がもたらしたと考えられる主要な方法論的転換について検討してみ
たい。
　まず第一に，ED　Cの挫折以後，政治的・軍事的統合よりも経済的・技
術的分野における統合が優先されるにいたる。この変化は多くの論者の言忍
めるところであり，．たとえば当時のある雑誌言一事においては，EDCの情
熱はもう二度と庚らぬだろうと察矢11しながら，「軍事問題は，　欧州問魍の
単なる一局面にすぎない。われわれの眼から見ればもはや最高度に重要な
問題とはとうていいえないのである。経済面，社全τ皿の問題こそもっと重
要だ。フランスは今や選択の自由をもつに至った。フランスは与えられた
当面の国際情勢に考慮を加える際に，この自由を生かさねばならない」2）
と主張されている。こうして，当面の関心は関税同盟の計醐に集中され，
やがてメッシナ会議（1955年6月1～2口）を経て，E　E　Cおよびユーラ
トムの形成がE］禾1・三にのぽることとなるのである。
　このような，政治優先から経済優先への転換の問題は，第二の方法論的
転換，すなわち超困家的・連邦主義的な統合方法から漸進主義的，機能主
義的な方法への砿換とまったく軌を一にしている。両者の接合点は，いう
までもなく，その「現実土義」にある。たとえば，EDC崩壊のあと，E
DC交渉に先立って，まずユーラトムの交渉が開始されたことは，決して
偶然の経緯によるものではなく，ある種の意味を有している。すなわち，
ユーラトムは，原子カ分野のみにおける共同体である点において，「より
野心の少ない，より限定的」3）な企てであり，EE　C計画の壮大さが再び
その採択を失敗させることのないように，との配慮から，4）前もってユー
ラトムの設立が関心事となったのである。この事実は，それだけ当時のひ
とがヨーロッパ統合の推進にたいして慎重になっていたことを示すものと
して興味ぷかい。というのは，EDCの主唱者にとって，ED　Cは「統合
ヨーロッパが生き残るための，　さらには進歩するための必須の条什であ
り，またそれを否定することが統合ヨーロッパの死減を意味する」5）もの
であった。それゆえにこそ，ある論者は，EDCの崩壊によって「欧州統
合の土台が崩れ去る」6〕ことを予想したのであり，かかる懸念があってこ
そ，その土台を崩さないためにも，そのごの欧州統合運動は堅実かつ現実
主義的な方向へと進んでゆくのである。このような方法論的転換は，今日
すでにいわゆる℃ommunity　Method’7〕として定着されており，漸巡主
義的・機能主義的方法については，ここであらためて説リ」を要する間題で
もない。8〕ただ，このような方向転換をもたらした直披の契機がEDCの
挫折にあることを指摘したいだけである。　アンドレ・マルシャルによれ
ば，「政治的なものの延長としてでなければ経済的な意味での統合ヨーロ
ッパの建設を望むことはできないというほどには，経済的なものは政治的
なものに結びついていない」9〕のである。むしろ「『政治」は『経済」に
支えられるのでなければ，単なる1つの言葉にすぎない」10〕とのマルシャ
ルの指摘は，きわめて含意に富むものと思われる。
　本稿においてとくに問題捉起したいのは，むしろ，より根本的な問題，
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すなわち，E　D　Cの挫折を契機とする連邦土義的・超国家的統合方法から
漸進」三義白勺・機能主義的方法への転換が，　はたして必要であったのか否
か，ということである。この種の疑問は，一般には奇異に映るかも知れな
い。通．挑によれぱ，EDCの挫折はその高度の劃玉1家約牲格によるものと
されているのであり，そうである限り，E　D　C以後の漸進上義的・機能、に
義的方法への転換は，やはり当然のことと思われるからである。しかしな
がら，われわれは本稿を始めるにあたってひとつの仮説をもって臨んだ。
すなわち，実際にはEDCの超国家性は既存の共同体（E　C　S　C）に比し
ても絡別に高度なものではなく，しかもその交渉の過程においてかなり稀
薄化されたといえないだろうか，ということである。われわれがECS　C
・E　D　Cの両共同体設立の政治的意図における共通性を指摘（第1章）し，
両設立条約を詳細に比絞検討（第2章）したのは，実は，そのためであ
る。また，フランスにおけるE　D　C交渉の経緯を詳細に検討（第3章）し
たのも，そのためである。その結果はすでに検討したとおり，ED　Cの超
国家性がとくに高度なものとはいえないのである。そうである限り，当然
そのごの方向紐換は必ずしも不可欠のものではなかったであろう。また，
それが発足していたとしても，おそらく国家主権拘東の程度において，E
C　S　Cを上回るものとはなりえなかったであろうと推測される。周知のと
おり，EDCは，ECSCと異なり，その構想発表の段階で早くも国民議
会の反発を招いた。E　C　S　Cの諸目標が，単一市場，公正な競争，完全雇
傭，生産手段の適正分配とか，「暖昧にぼやかされた」のに対し，E　D　C
は軍事問題であるだけに，「どの軍隊はどの国に属し，　どの国の政災に従
うのか，疑問が抱かれた」11）のである。その他，E　D　C交渉が難航したの
に対し，ECSC交渉が比較的スムーズに進行したことは，すでに述べた
通りである。そのE　C　S　Cですら，共同体発足後は，必ずしも順調ではな
く，「国民的な利害は超国家的な力に対し，まだ，そしてはるかに，優先
権をもっている」ユ2〕がゆえに，最高機関の権限は長続きせず，「最高機関
は，国民的利益の代表機関として次第にその権限を高めて行った閣僚協議
会の前に影が薄れて行った」1ヨ〕のである。Amitai　Etzioniは，E　C　S　Cを
ヨーロッパ統合の最初の成功例として評価し，その成功の理由づけとして
以下の5点をあげている。i4）
11〕貿易の自由化を目的としたもので，それほど野心的な企てではない。石炭
　・鉄鋼の二産業だけの政策の調和を図るものである。
12〕加盟国数もOEECより少ない。
13〕このユニオンの発案はヨーロッパ固有のものであった。O　E　E　Cはアメリ
　カの発議により，マーシャル・プランの受入れ条件であった。
ω　OEECは戦後まもなく出来たが，ECSCはヨーロッパが復興してから
　出来た。
⑤　同じ時期に試みられたEDC・EPCが欠敗したということは．ECSC
　の選んだ目標の性質による。
　このようなE　C　S　Cでさえ，その発足後には幾多の困難を経験するので
あるから，かりにEDCがtake－gffしていたとしても，それが政治的・
軍事的問題において，少なくとも条約に規定されている限りの内容のもの
ですら，実効力をもって施行することができたか否か，疑わしい。「軍隊
はその「目の魂である，EDC軍はどこでひとつの魂をもつというのか」士5〕
というのが偽らざるフランス人の気持ちであるとすれば，E　D　C設立の可
能性は，フランス人によって提唱されたその口から，きわめて乏しいもの
であったと言わざるをえない。
　さらに，もうびとつの疑問は，この方向転換そのものが妥当であったか
否か，ということである。その疑問は，換言すれば，ヨーロッパ統合にお
ける機能主義的・漸進主義的方法の意義を問うものであろう。しかしなが
ら，この問題は，決して軽々に論じられるべき性質のものではない。連邦
主義的方法が，いわゆる‘EurOpean　Idea’の普及に貢献した反面，現実
の統合運動はむしろ各国の現実的利害を考慮し，それを基盤とすることに
よってはじめて促進されえたという事実は，16）その方法の併せもつ欠陥を
ヨーロッパ統合過程におけるEDC構想挫折の意味（2・完）--ECSCとの比較論的一考察-- Page:17
無断転載禁止。　
露呈するものにほかならない。しかるにまた，同様のことは機能主義的，
漸進主義的方法についても言えるのではなかろうか。その方法が今日まで
ECの発展に寄与してきた療実は何人も疑いえないが，同時に，エッツィ
オー二の指摘するように，それは特定の条件のもとでのみ最善に機能しう
るのであり，「ヨーロッパ統合を効果的に開始するには役立ったが，成功
の持続を保証するものではない」17〕のである。すなわち漸進主義的アプロ
ーチは，政治構造臼体が安定しており，国家が敗戦・極度のインフレ・不
況および内戦などによって傷ついていないばあいに，12〕権カの座にあるも
の，またはその近くに位置する者にとって，しかも13）忍耐力があり，漸進
的な変化を待つだけの時間的余裕を有する者に対してのみ，最大の効果を
発搾しうるのである。したがって，かれは，この方法がLittle　Europeの
統合以上のものに対しても有効でありうるか否か，それは将来の課題であ
り，さらに研究の余地があると指摘している。
　要するに，連邦主義的方法および機能主義的方法の意義は，あくまでも
相対的なものにすぎず，そのいずれがより効果的でありうるか，という問
魑は，したがって統合の段階ごとに個別に変化する各種の条件に左右され
ることになる。その意味で，　それはきわめてflexibleな問題であるとい
わざるを得ない。それに対応して，研究者はこの問題について，つねに
flexibleな把え方をしなければならない。
　さて今口，すでにECは12年問の過渡期問を経て，関税同盟・経済同盟
を経験し，より高次0）統合段階に向かう過程にある。輸送政策・ネ上会政策
・地域政災・エネルギー政策・通商政策・外交政策などにおける共通化
（一本化）が巡められつつあり，　ヨーロッパ議会の直接選挙実施も，もは
や近□の秋題である。80年代早々には，通貨問題の解決が期待されてい
る。E　C　r1休は決して政治的共同体ではないとしても，その統合の性格は
いまや純粋に経済的なものからかなり政治性を椛びたものへと発展・変革
されようとしている。　イギリス・アイルランド・デンマークの加入によ
り，ある程度の規模の拡大も果した。最近の新聞によると，すでにフラン
ス左翼連合党主会議は，ポルトガルのE　C加盟支持を決議したと伝えられ
ている。18〕しかるに国際惰勢は，E　Cの前途にとって必ずしも好都合では
ない。石油危機，国際通貨不安，慢性的インフレの進行などによる加盟国
問における連柑意識の動揺など，　むしろ停退的要因が数多く存在してい
る。現下では，先進諦国会議へのE　C代表派遣問題が世論を賑わしたとこ
ろである。今日は，かつて英国の加入問題（1963，67），農薬共同市場問
題（’65）などに際して問われたような，共同体の政治性が再び必要とさ
れているのではなかろうか。とくに，将来E　Cが政治統合の段階にいたる
ことを欲するものであるなら，いずれいつかの時期に，さらに方法論的脱
皮を図る必要があるであろ㌔そうでないと，クーミーズの指摘するよう
に，「真の連邦機関は，　国家利害との衝突が避けられない限り1無限に延
期されるのであろうか」川との疑問を抱かざるを得なくなる。もちろん，
加榊国間の政治的・経済的利害関係を無視して連邦主義的方法による統合
を図ることは無益である。「困内政策であろうと外交政策であろうと・社
会的・経済的な保守主義に基づかなければ，新しい偉大なことは何もうち
たてられない。すなわち，国民の真の承認と積極的参加がなければならな
い。これは，過去も今後も変ることがない。」20）反面において，前述のエ
ッティオー二の指摘もまた，　あらためてその含意を吟味されねばなるま
い。「漸進主義的アプローチがヨーロッパ統合を効果的に開始するのに役
立ったという’夢実は，その成功の持続を保証するものではない。」21）幸い
に，かどうか，連邦主義的統合方法がヨーロッパ統合史上（E　C　S　C・E
D　Cの経験を含めて）いまだ真に試みられたことがなく，したがってその
方法白休が挫折を蒙ったことのないことは，本稿の示すとおりである。
　E　D　Cの挫折がもたらした第三の方法論的転換は，部門統合からの脱却
である。部門別の統合の試みとして，ED　C以前にすでに農業生産者協定
（緑の協定），運輸交通の統合，保健協定（白の協定）などが計画されたの
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であるが，　E　C　S　C以外，すぺて失敗に帰したことは，周知の事実であ
る。E　C　S　Cが成功しえた理由については，さきに触れたが，それ以外に
も，仏独間を中心としてこの部門では戦前からすでに事実上の連帯関係が
出来ていたことを指摘しなければなるまい。1926年，仏独白三国間におい
て締結された国際鉄鋼協定（世界恐慌にも拘らず，31年に再建されてい
る）22〕がそれであり，それはあたかもE　E　Cにとってのベネルックス関税
同盟．と同様の役割を果したのである。こうして発足したE　C　S　Cは，その
超因家性により，また独仏和解への貢献により世論の関心を集めるのであ
るが，それにも増してE　C　S　Cの意義は，それが部門統合における最初の，
しかも成功した数少ない事例であるところに求められねばならない。アン
ドレ・マルシャルによれば・E　C　S　Cにつづくべき統合の段階として，2
つの主張があった。その一は，共同体の拡大（加盟国数の増加）を急務と
する「世界主義者」の主張であり，その二は，他の諦部門における同様の
生産者協定の累積を説き，それらを共通の権力機関のもとに集中させ，そ
のもとに各頭の経済全体の管理を委ねようとする「地域主義者」の主張で
ある。23〕そして・現実には・第二の主張が選択されることとなっナこ。当初
の計阿では・‘spill一・over’24〕効果による部門統合の累積によって将来のヨ
ーロッパ統合が容易に促進されうることが期待されたのであるが，結果的
には種々の困難から，それは実現しなかった。その理由として，マルシャ
ルはつぎの3点を指摘している。2・〕第一に・r部門別」の統合であるため，
その国の全般的政策との不調和をもたらす怖れがあること。第二に，部門
別統合体の累積が，かえって職種ごとに「細分化」されたヨーロッパを形
成する怖れのあること。第三に，部門統合のつぎつぎと累積されうる状況
のもとでは，もはや全分野における同時的な統合の樹立の可能性が大であ
ること，である。もちろん，部門統合におけるこれらの困難は，E　C　S　C
にとっても決して例外ではありえない。ただ，ECSCのばあい，たとえ
ば当時の緊迫した国際情勢や，関係者の熱意や，「一国の主権に正面から
衝突しない」26〕でおこうとする分別や，その他，（前述のように）戦前か
らの基盤の存在など，他の諸条件に恵まれていただけで　ある。E　C　S　C
の事例をヨーロッパ統合史上における完全な「成功例」と考えることは誤
りであろう。それは，部門統合の試みであることにおいて，また，発足後
の段階で最高機関の権限が（加盟国の利害代表としての）閣僚理事会によ
って浸蝕されはじめたことによって，二重の制約を負っているのであり，
その成功はあくまでも相対的なものとして理解されるべきである。もちろ
ん，そのことは何ら，E　C　S　CがE　E　Cにとっての「必要な序曲」27〕であ
ったとの事実を否定するものではない。結局，部門統合の意義は，単にそ
れを稜みあげることにあるのではなく，「まず限られた分野での経験で全
体的な統合の貝体的な基礎を準備し，それを練り上げようとする」28）とこ
ろに求められるのである。そして，EDCの挫折後，（それ以前における
E　C　S　Cの一応の成功と）ユーラトムでの経験のみを唯一の基礎として，
E　E　Cにおいてほとんど全経済領域にわたる統合が試みられるのである。
（因に，ユーラトムは，前述のように，EECを成功に導くための予備的
性格を貨わされた，特殊な部門統合であると考えられる。）
　E　D　Cの挫折による第四のプ∫向転換は，その後の統合運動におけるアメ
リカの影響力の低下である。1947年6月5□のMarshan　Plan発表以来1
E　C　S　C・E　D　Cにいたるまで，ヨーロッパ統合が多かれ少なかれ・アメ
リカのイニシャティブのもとに推進されてきたことは周知の事実である。
とくに，E　D　C構想におけるアメリカの影響ないし圧力については，すで
に述べたとおりである。ここでは単に，アメリカが影響力を行使する形で
のヨーτ・ツパ統合は，E　D　Cを以て終結するということのみを指摘するに
とどめたい。ただ，ひと言のべるならば，フランス議会がE　D　C条約の批
准を否決してから2ケ月後，E　C　S　C・E　D　C両共同の事実上の生みの親
（考案者）ともいうべきJean　MOnnetが，E　C　S　C最高機関の議長を辞
任（55年2月1□）したという事実は，　まさしく播里枝の指摘するよう
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に，「戦後の欧州統合運動に対するアメリカの支配と指導の終嬉を象徴」29〕
するものにほかならない。なぜなら，ジャン・モネは，秘密裡に行われた
シューマン・プランの交渉において，実はその発表の当日までに，すでに
アメリカの若干の友人（ポール・ホフマンE　CA長官，アベレル・ハリマ
ン駐仏特別大使，ジョン・マックロイ駐独高等弁務官など）と相談してい
たとさえ伝えられるからである。ヨO）いずれにしても，　その後の統合運動
は，ヨーロッパの復興と歩調を合わせながら，「六ケ国の自主性に基づい
て」31〕展開されることになるのである。
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む　す　び
　EDCとE　C　S　Cは，同じく部門統合の試みであるとは言いながら，一
方が軍事上，他方が産業上の統合の試みである点において，本来，任務を
まったく異にする共同体である。　したがって，　そのようなものに関する
「比較研究」がはたして可能なのかどうか，疑問が抱かれるかも知れない。
むすびのことばにかえて，ここではその疑問に答えておきたい。
　たしかに・両共同体における本来的機能の相違は否定し難い事実であ
り，またそのことから派生して，共同体に加入することにより制約される
はずの国家主権（加盟国固有の権限）のあり方に対する加盟諸国（とくに
フラ：ノス）の考え方や，それらの実現に対する英米両国の対処の仕方など
において，いくつかめ相異なる面が指摘されうることも，すでに示したと
おりであ私にも拘らず・E　D　C・E　C　S　C両共同体は，その根底におい
て共通の側面を有しているといわざるを得ない。軍事的統合を図るE　D　C
においては言うに及ばず，現象的には産業（エネルギー政策の一部門）上
の統合を図るE　C　S　Cにおいても同様に，高度の政治性が認められるとい
う点である。それは，両共同体構想が，ひとしく，朝鮮戦争の勃発に相前
後してみられた極度の国際的緊張のなかで，西洋の強化，就中ドイツ再軍
備問題が不可欠の急務として争われるに及んで起案されたという事実に基
づいている。ECSCの直接の狙いは，石炭・鉄鋼産業を超国家的な国際
機関の管理下におくことで西ドイツ拾頭の懸念を除去し，そのもとでルー
ル重工業を復興させることによりヨーロッパの再建を図ることであった。
他方，E　D　Cもまた，当時アメリヵの提案しナニ「西ドイツの再軍備：その
NAT　O体制への編入」という方式に対するフランス側の反対提案として
出された，いわば軍事面におけるE　C　S　C方式の採用とも言うべき，まさ
に苦肉の策なのである。このように，その設立における政治的意図ならび
にその基本的性格（超国家的性格）が共通であり，しかも加盟国を同じく
することが，それらの本来的機能における相違にも拘らず，両共同体の比
較研究を十分可能かつ有意味なものとしている。事実，E　C　S　C・ユーラ
トム・E　E　C三共同体のばあいを除いて，相異なる国際紬織の設立条約が
これほどまでに近似している例は，他にありうるだろうか。両者が共通ま
たは類似の規定を数多く有していることは，資料〔IV〕をはじめ，主として
第二章において詳論したとおりである。
　では，E　C　S　CとE　D　Cとの比校研究が可能であるとして，それははた
してどのような意義をもつのであろうか。その疑問に答えることは，とり
もなおさず，なぜ筆者が本稿を著わしたかということへの解答でもある。
すでに言明したように（44頁），われわれは本稿を始めるにあたってひと
つの仮説をもって臨んだ。すなわち，通説によればE　D　Cの挫折はその高
度の超困家性によるものとされているけれども，実際にはEDCの超国家
的性格は既存の共同体（ECSC）と比較しても格別に高度なものではな
く，しかも丸四年に及ぷその交渉過程において，それはかなり稀薄化され
たとは言えないだろうか，ということである。そのことを実証するために，
ヨーロッパ統合過程におけるEDC構想挫折の意味（2・完）--ECSCとの比較論的一考察-- Page:21
無断転載禁止。　
われわれはまず両共同体設立の政治的意図における共通性を比較し，両共
同体条約を比較検討し，さらにED　C交渉の経緯を詳細に敏ろなど，多方
面からの検討を試みたのである。その結果，やはり，EDCの超国家性が
E　C　S　Cに比してとくに高度なものとは言い難いことが判明した。したが
って，かりにマンデス・フランスの修正議定書案が加盟諸国によって合意
され，ED　C批准がフランス議会により可決されていたとしても，それが
発足後の殴階で国家主権拘束の程度において，E　C　S　Cを上回るものとな
っていたかどうかは，甚だ疑わしい。
　E　D　Cの意義は，その挫折がその後のヨーロッパ統合にもたらしたいく
つかのカ泣、論的転換　　とりわけ，政治優先から経済優先への転換，およ
び辿邦主義的・超国家的方法から漸進主義明・機能主義的方法への転換一
一に求めることができるであろうが，実は条約批准までにEDC構想にお
ける超国家性が稀薄化されていたとするならば，　その後の方法論的転換
は，あるいは必ずしも必要ではなかったのではなかろうか。しかも，ヨー
ロッパ共同体が今日いくぷん停滞の気味を呈しているなかで，いやしくも
それが政治統治を前提として，あるいは目的とするものである限り，将来，
ある時点において，現在の漸進主義的方法から超旦嫁的方法へと脱皮せざ
るを得ない。もちろん，そのためには加盟政府が互いに政治的・社会的・
経済的・文化的基盤をさらに共通のものとし，より一層の連柵：意識を形成
するよう努カせねばなるまい。それこそE　D　C挫折の教訓である。そのよ
うな現実的基盤を確立するには，おそらく多大の年月を要するに違いない
が，いずれにしても，政治統合の達成のためには，将来のある時点で方法
論的飛躍が再び不可避とされることになるであろう。ED　Cは，そのため
の貴重な研究資料でもある。
　さて，両共同休の超凶家がほとんど同等程皮のものであると考えられる
以上，EDC挫折の原因はむしろ他に求められねばなるまい。したがって，
最後に，その設立の意図を共通にし，その他諦々の共通性を有しながら，
なぜ一方のみが実現され，他方がなぜ挫折したのか，　ということについ
て，すなわち，この比較研究の結果えられたいくつかの議論について，簡
潔に要約しておきたい。
　まずE　C　S　Cの成功原因については，さきに述べたように，1）その設立
に先立って，石炭・鉄鋼部門では戦前から事実上の連棉：関係が存在したこ
と，2）二産業のみの政策調和に関する試みであり，それほど野心的な企て
でないこと，3）「一国の主権に正面から衝突することなく」柔軟な方法を
とったこと・4）国内の自由主義者・計画主義者その他実務家など，異なる
立場にある人々の了解をひろくとりつけることができたこと，5）英米両国
から迅速な支持・協力をえることができたこと，などが指摘されうる。こ
れに反して，E　D　C挫折の原因としては，以下の諸点が列挙されうる。1）
フランスにおけるあいつぐ内閣の交代と，それに伴う内閣および議会での
E　D　C支持勢力（とくにMR　P）の後退（逆に，反対勢プコの増大，とくに
ド・ゴール派の入閣および閣内主流化）。2）フランスにおけるED　C支持
勢カの内紛（とくに社会党内での意見の対立分裂）3）軍事共同体の前捉と
して「民主的規制」すなわちE　P　Cの設立を優先したこと。4）フランスに
よる自国特権の主張，とくに附属議定書によるE　D　C条約修正の企て。5）
フランスにおける国内問題（とくにザール問題）の解決優先論。6）各国
民，とくにフランス人の自国軍隊への愛国心，その他，総じてナショナリ
スティックな主張。7）独仏相互不信，とくにフランスにとって，E　D　Cに
おけるドイツの主導権把持にたいする軍事的・政治的危恨。8）（それにも
拘らず）イギリスの不加入，アメリカの不十分な保障，9）独仏間における
脱退権論争，　10）ドイツにおけるED　C違憲論争，11）同じく，ポッダム
協定違反論，12）同じくドイツにとって，半永久的な分裂国家状態に対す
る懸念，13）E　D　C支持派の楽観的な観測，　およびその弱腰な交渉態度
（国内の反対勢力およびソ連に対する慎重すぎるくらいの配慮）。その他，
EDCの挫折原因としてはなおいくつか指摘されうるであろうが，何より
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もその挫折の大きな原因は，より大局的な観点に立って，国際緊張の緩和
という点に求められねばなるまい。ECSC交渉が2年余りの期間で，かな
りスピーディに進められたのに対し，EDC交渉は実に倍ちかくの期問を
要し，その間に（とくにECSC条約発効以後の時点において），国際情
勢は大いに変転した（36－8頁）。　とりわけ，ソ連におけるスターリン首
相の死去（53年3月5日），朝鮮休戦（同7月27日），インドシナ休戦（54
年7月20日）のもつ意味は大きい。これら一連の「緊張緩和」の結果，も
ともと超国家的枠組みによる拘東を好まないフランスが，西独再軍備と対
独不信の相剋の中で考案された超国家的なEDC構想に対する考え方を
改めるところとなるのである。実にこの緊張緩和の過程こそ，　そのごの
EDC交渉における超国家性の後退過程にほかならない。先にも述べたよ
うに，国際緊張の昂まりなしには，EDC・EPC　構想はおそらく生じえな
かったであろうことを考えるならば，その緩和とともに同構想が撤回され
たとしても，何ら不恩議ではない。筆者がEDC挫折の諸々の原因のなか
でも，　とりわけ国際情勢の変化という要因を重んずる所以である。EDC
条約は，まさしく「時間の犠牲」であった。
　EDCがフランス国民議会によって事実上否決（54年8月30日）された
あと，西ヨーロッパの軍事的統合は，より広いNATOの枠組のなかで，
旧来のブラッセル条約機構（48年3月18日成立）を改組・拡大する形で，
西欧同盟（WEU）として結実した（54年10月23日）。それは決して超国家
的機構ではなく，しかも西ドイツを直接NATOの監督下におくものであ
った。多少の皮肉をこめて言うならば，プレヴァン・プラン公表（50年ユ0
月）までの段階でアメリカが要求し，フランスが頑強に反対していたまさ
にその同じ図式が，ちょうど4年後，フランスの積極的な支持によって，
ここに実現するのである。　それには，EDC挫折後わずか2ケ月を要した
だけであった。この間の経緯については，稿を改めて明らかにしたい。
